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北海道総合開発計画の推進について 《計画のポイントと計画の進め方》
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北海道の広さ

食料品輸出額（北海道）：７年で３倍に 来道外国人旅行者数：12年で７倍に

・北海道は我が国の食料供給基地
・食の輸出、外国人観光客も急増

計画のポイント

【北海道の強み】 ・北海道の人口減少は全国よりも10年先に進展
・本州等とは距離感の異なる広域分散型社会

【北海道の課題】

農林水産業、観光等を担う「生産空間」
を支え「世界の北海道」を目指す

【これからの北海道の戦略】
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○北海道の強みである「食」と「観光」を戦略的産業として位置付け、食と観光を担う「生産空間」を支え、「世界の北海道」を目指す
のが計画のポイント。

○社会や時代の要請を踏まえながら、「世界水準の観光地の形成」「食料供給基地としての持続的発展」等に重点的に取り組む。
○計画を効果的に推進するため、目指す姿や行動の指針となる数値目標を念頭に置き、それを実現するための課題を明らかにす

る。また、これらを関係者と共有し、施策を推進する。

①北海道には世界と競争し得るポテンシャル
②アジアなど世界の市場が拡大傾向

「食」「観光」が
戦略的産業

～人口減少時代にあっても、

重点的に取り組む事項

社会や時代の要請を踏まえながら、着実に計画を推進

明日の日本を支える観光ビジョン（H28.3） 生産性革命

H28.8に発生した大雨災害を踏まえた対応

《検討事項》

推進に当たっての具体的な目標 目標実現のための
課題の抽出・共有

計画の進行管理

「観光先進国」実現をリードする世界水準の観光地の形成 食料供給基地としての持続的発展

食と観光を担う「生産空間」を支える取組

北海道型地域構造の保持・形成 地域づくり人材の発掘・育成 強靱で持続可能な国土づくり

・目指す姿 ・行動の指針となる数値目標
（〔例〕来道外国人旅行者数500万人 道産食品輸出額1,500億円 等）



「観光先進国」実現をリードする世界水準の観光地の形成①

○外国人旅行者は近年急増。一方で、外国人旅行者の訪問先は道央圏に集中。客室稼働率の季節変動も大きい。
○日本人旅行者（道外客）は平成１１年度をピークに横ばい。「長い」「高い」「道内一括り」というイメージから脱却が課題。
○北海道が率先して「全道・通年・フル稼働」状態を目指すことにより、我が国の「観光先進国」実現を果敢にリード。

（拠点型観光のイメージ）全道・通年・フル稼働

「観光先進国」実現に向けた国の目標（抜粋）

『 明日の日本を支える観光ビジョン 』

○急増する旅行者の受入を可能とする
ゲートウェイ機能の強化・観光地への
交通アクセスの円滑化
◆道内空港･港湾の受入環境の改善が必要
◆観光地間の交通容量・機能改善が必要

○スムーズに観光を楽しむための
ストレスフリーな移動･活動を可能と
する環境整備
◆無料公衆無線ＬＡＮ環境が不足
◆地域・災害情報の発信、多言語対応が不十分

○旅行者を呼び込むための
地方部･端境期(特に春秋)の需要創出

◆観光資源の創出･磨き上げによる、地方部･端
境期の魅力アップが必要

◆良好な景観形成等により移動も楽しむことが
できる広域的な観光周遊ルートの形成が必要

◆季節を問わないMICE･スポーツ合宿誘致も重要

○旅行スタイルの変化（団体→個人）に
応じた観光メニューの多様化

◆「北海道観光は高い･長い」というイメージ
からの脱却が必要

◆雄大･食･自然などの道内一括りのイメージを
脱却し、北海道の多様な魅力創出･発信が必要

◆利用交通機関の変化（貸切バス→鉄道･レンタ
カー）に対応した観光ルート構築が必要

◆長期滞在する富裕層への対応も必要

北海道観光の将来像

◎世界”最高”水準の観光地を目指し
我が国の「観光先進国」実現をリード
●訪日外国人旅行者の北海道割合をアップ
●日本人旅行者も増加を目指す

⇒

課題

道外客（延べ人数）の推移

ピーク時の受入容量拡大

地方部・端境期の需要創出

外国人も日本人も

気軽で何度も楽しい北海道
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北海道観光の現状
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出典：北海道「北海道観光入込客数の推移」

出典：北海道「北海道観光入込客
数報告書」
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出典：北海道「北海道観光入込客数報告書」、日本政府観光局（JNTO）

出典：観光庁「宿泊旅行統計調査」

出典：観光庁「全国観光入込客統計に関する共通基準集計表」、「宿泊旅行統計調査」、総務省「人口推計」、
「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成25年3月）」より北海
道局作成。

※道内外客は、人口１人当たり北海道旅行回数（観光入込客数／人口）のH24～27の年平均伸率よりH32,37,42の
人口１人当たり北海道旅行回数を推計し、各年の将来推計人口を乗じて算定。道外客は日帰り・宿泊の合計。

※外国人客は「観光ビジョン」目標値の12.5％とし、H32=500万人、H42=750万人を算定。その間の年平均伸率よ
りH37=612万人を算定。

※客室稼働率は、宿泊状況がH27時点から変わらない（宿泊施設の新増設等を考慮しない等）前提で、H27の客室
稼働率、宿泊客延数を基に、観光入込客数から算定。

訪日外国人旅行消費額

＜2020年＞ ＜2030年＞

8兆円 15兆円
（2015年の2倍超） （2015年の4倍超）
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2,405 2,654宿泊計 1,756

客室
稼働率

82.9% 92.9% 104.3%61.8%

2,179

（2015年の約3倍）

数値目標

①来道外国人旅行者数

②外国人宿泊客延数の地方部割合（地域平準）

③客室稼働率の季節較差（季節平準）

平成27年 < 目標年 >平成32年190万人 500万人

27% 36%平成27年 < 目標年 >平成32年

1.7倍 1.4倍平成27年 < 目標年 >平成32年
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「観光先進国」実現をリードする世界水準の観光地の形成② 《主な取組》

ゲートウェイ機能の強化・観光地への交通アクセスの円滑化

ストレスフリーな移動・活動を可能とする環境整備

道の駅の観光情報拠点化 外国人旅行者に優しい道路情報

外国人観光案内所に
認定されている
道の駅「摩周温泉」

道の駅ＳＰＯＴ
（無料公衆無線ＬＡＮ）

 「北海道地区道路情報」英語版
国道・道道の通行止め情報を
リアルタイム発信

 道路情報板での英語表示

 パンフレットの多言語化
・エゾシカ衝突事故マップ
・冬道ドライブの心構え

←「北海道地区道路情報」英語版

新千歳空港の機能強化 高規格幹線道路の整備

国際線旅客数の推移 全国（万人）北海道（万人）
（万人）

室蘭港への寄港状況
（ぱしふぃっくびいなす、飛鳥Ⅱ）

・クルーズ船の大型化への対応
（係船柱及び防舷材等の改良）

クルーズ船の
受入環境の改善

北海道新幹線
（写真提供：JR北海道）

道東自動車道

複数空港の一体的な運営の民間委託
（検討中）により、
• 道内航空ネットワーク充実強化
• 空港間連携等による広域的な観光

周遊ルートの促進
が期待される。

出典：国土交通省航空局「空港管理状況」、
国土交通省東京航空局「管内空港の利用概況集計表」

出典：北海道クルーズ振興協議会
注：H29は予定。
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旅行費用が高い
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北海道はすでに旅行経験がある

観光地間の移動時間が長い

最初から別の場所に決めていた
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体験メニューが少ない （Ｎ＝1,537）

（人）

北海道を旅行先に選ばなかった理由
（日本人：複数回答）

出典：公益社団法人北海道観光振興機構「都府県との比較分析
調査事業報告書」

注：H27.11.18～20に行ったインターネットアンケート調査

新千歳空港国際線利用客の推移

北海道内クルーズ船寄港回数の推移

道の駅 ニセコビュープラザ

道の駅 摩周温泉

道の駅 流氷街道網走

道の駅 香りの里たきのうえ

道の駅 ひがしかわ「道草館」

道の駅 あさひかわ

道の駅 おびら鰊番屋

JNTO認定外国人観光案内所(北海道)
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○ゲートウェイである空港・港湾や観光地への交通アクセスを円滑化する高規格幹線道路等の整備とともに、道内各地の観光資
源の魅力アップを支援し、気軽に来られて何度でも楽しめるとともに、滞在も移動も楽しめる世界水準の観光地の形成に官民挙
げて積極的に取り組む。

広域観光周遊ルート
（国土交通大臣認定）
・「アジアの宝 悠久の自然美へ

の道 ひがし北・海・道」
・「日本のてっぺん。きた北海道

ルート。」

分類 案内所数

カテゴリー３ 3

カテゴリー２ 15

カテゴリー１ 26

パートナー施設 2

合計 46

（平成29年2月28日現在）

・平成２８年度の国際線航空便の乗り入れ
制限の緩和及び１時間当たりの発着枠の
拡大を最大限活用し、国際航空便の受け
入れ拡大を着実に実施
・南側誘導路の新設による混雑緩和
・エプロン拡張によるスポット容量の拡大
・ターミナルビル拡張による旅客処理
能力向上 等
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香港

33%

台湾 21%韓国 11%

シンガポール

8%

タイ 7%

マレーシア 4%

その他アジア 3%
ヨーロッパ 4%

オーストラリア 3%
アメリカ 3% その他 3%

第７回日ＡＳＥＡＮ諸国防衛当局次官級会合
（平成27年9月6～8日、札幌市）

「観光先進国」実現をリードする世界水準の観光地の形成③ 《主な取組》

外国人ドライブ観光の推進

サイクルツーリズムの推進

地域や関係機関との連携による
観光振興の取組

北海道ドライブ観光パス社会実験

ＭＩＣＥ誘致

北海道ドライブまるわかりハンドブック

外国人旅行者が安全・安心・
快適にドライブ観光を楽しむ
ためのポイントを整理。

 ６言語で作成（日・英・繁・
簡・韓・タイ）

 レンタカー協会やＪＮＴＯ
海外事務所等のホーム
ページに掲載

海外旅行に

北海道ドライブ

観光を選択

空港・新幹線駅等で
レンタカーを利用

（パスを取得）

パスを使って
地方部の施設で
お得に観光

周遊

満足度
アップクチコミ

リピーター

車道への通行位置明示河川管理用道路等の活用

自転車利用環境の創出

省庁連絡会議・情報交換会

ＭＩＣＥの北海道開催推進に係る閣議了解に基づ
き省庁連絡会議を設置。各省庁と北海道内自治
体のＭＩＣＥ担当者の情報交換会を開催。

地域活動団体・取組と連携

十勝岳砂防情報センター

ジオツーリズムの支援

地質観光への防災施設の活用
防災施設内のスペースを利用した火山防災資料の
展示等により、ジオツーリズム（地質観光）を支援。

世界有数のサイクリング環境を構築し、サイクルツーリ
ズムを推進するため、多様な関係者と連携しながら、
安全で快適なサイクリング利用環境を創出。

北方領土隣接地域への訪問客拡大
に向けた振興方策の検討会議

・シーニックバイウェイ北海道
・「わが村は美しく－北海道」運動
・北海道マリンビジョン２１
・みなとオアシス
・北海道価値創造パートナーシップ活動
などの活動団体・取組との連携。

（内閣府・外務省・文科省・国交省・観光庁・北海道・
根室市・別海町・中標津町・標津町・羅臼町）

外国人レンタカー利用GPS調査（平成27年7月）

出典：北海道地区レンタカー協会連合会調べ

国際会議の開催件数の推移

出典：日本政府観光局（JNTO)「国際会議統計」

全国の開催件数に占める北海道の割合

外国人レンタカー貸渡台数の推移

N=80サンプル

＜立寄り地イメージ＞

 稚内方面は、日本最北端、クッチャロ湖やサロベツ
原野の周辺アクティビティや海岸線走行

 道東方面は、野付・風連・霧多布等の湿原も走行

 登別、洞爺湖、層雲峡、阿寒湖、摩周湖などの温
泉地

 その他：主要都市、旭山動物園、青い池、余市、オ
ロロンラインなど

国籍別レンタカー貸渡台数
（平成27年度）

出典：北海道開発局調べ

地方部・端境期（特に春秋）の需要創出、観光メニューの多様化

シーニックバイウェイ北海道
取組事例

シーニックナイト（支笏洞爺ニセコルート） 5

○ゲートウェイである空港・港湾や観光地への交通アクセスを円滑化する高規格幹線道路等の整備とともに、道内各地の観光資
源の魅力アップを支援し、気軽に来られて何度でも楽しめるとともに、滞在も移動も楽しめる世界水準の観光地の形成に官民挙
げて積極的に取り組む。
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「観光先進国」実現をリードする世界水準の観光地の形成④ 《イメージの共有》

○北海道が「世界水準の観光地」となって我が国の観光先進国実現をリードするためには、観光業に携わる者だけでなく、オール
北海道で取り組んでいくことが重要。

○そのため、目指すべき「世界水準の観光地」のイメージを北海道民の間で共有するとともに、「世界水準の観光地」となることの
意味・重要性の理解を深めていくことが重要。

世界水準の観光地に向けて

6

「世界水準の観光地」のイメージ

2020年の北海道観光の姿

観光の地域産業（地元住民）への波及効果

全員で
イメージを
共有

「世界水準の観光地」のイメージ

2020年の北海道観光の姿（３つの数値目標が達成された際の姿）

地域産業（地元住民）への波及効果

外国人旅行者一人当たり
観光消費額（2015年）

出典：世界観光機関（UNWTO）

2016年 Best Cities in the World
（Condé Nast Traveler（コンデ・ナスト・トラベラー））

出典：日本政府観光局（JNTO）プレスリリースをもとに国土交通
省北海道局作成。

旅行・観光競争力指数比較

出典：World Economic Forum「The Travel & Tourism Competitiveness 
Report 2015」をもとに国土交通省北海道局作成

 スペイン、フランス、スイスの価格競争力の順位は低
い。「高くても行きたい」と思われる観光地を目指すこと
が必要ではないか。

ニセコ観光圏への経済波及効果

農業

バス・タクシー

ホテル・旅館出典：ニセコ観光圏協議会「平成２７年度 ニセコ観光圏経済波及効果
調査業務報告書」より国土交通省北海道局作成。

 来道する外国人の旅行者数や消費総額を増や
すことも重要だが、一人当たりの消費額を高める
観点も必要ではないか。

 ランキングに選ばれ続ける都市には「世界水準の
観光地」の要素があると考えられ、そこでしか得ら
れない「特別な体験」がキーワードではないか。

世界水準の観光地とは（案）

そこでしか得られない「特別な体験」が地域にあることに気づ
き、それを観光資源として活かしてビジネスへと高め、地域が
一体となって支えている地域ということではないか。

出典：観光庁「全国観光入込客統計に関する共通基準集計表」、「宿泊旅行統計調査」、総務省「人口推計」、「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所
「日本の地域別将来推計人口（平成25年3月）」、北海道「北海道観光入込客数調査報告書」、「保健統計年報」より国土交通省北海道局試算。

※６圏域の外国人宿泊客延数は、数値目標であるH32の外国人客500万人にH27の外国人平均泊数（外国人延べ宿泊者数／外国人入込客数）を乗じ、数値目標であ
るH32の外国人宿泊客延数割合により６圏域別に案分。

※６圏域の客室稼働率は、宿泊状況がH27時点から変わらない（宿泊施設の新増設等を考慮しない等）前提で、H27の客室稼働率、宿泊客延数、客室数を基に、６
圏域の外国人宿泊客延数から算定。

順位 都市(国名) ＊は前年順位

1位 東京(日本) ＊15位

2位 京都(日本) ＊9位

3位 フィレンツェ(イタリア) ＊1位

4位 ルツェルン(スイス) ＊18位

5位 サン・ミゲル・デ・アジェンデ(メキシコ) ＊ランク外

高所得者を読者に持つ米国大手旅行誌「コンデ・ナスト・ト
ラベラー」の読者投票による、米国を除く世界のベスト都市
ランキング。

0
1
2
3
4
5
6
7

日本 スペイン フランス スイス

ビジネス環境
安全・安心

健康・衛生

人的資源と
労働市場

ICT活用

旅行・観光の優先度

国際的な開放度

価格競争力
環境持続可能性

航空インフラ

地上交通・
港湾インフラ

観光施設インフラ

自然観光資源

文化観光資源・業務旅行

道内客

日帰り
3680万人

宿泊
1004万人

日帰り
3908万人

宿泊
1061万人

2015 2020

道外客

574万人 629万人

2015 2020

来道外国人旅行者

190万人

500万人

2015 2020

数値目標(案)

農林水産業
13億円

生産波及効果
604億円

製造業
18億円

商業
29億円

運輸
118億円

宿泊業
217億円

飲食店
81億円

農林水産業
199人製造業

77人
商業
418人

運輸
1,268人

宿泊業
3,092人

就業者誘発数
8,205人

飲食店
1781人

2015年度 観光消費額
505億円

（日本人・外国人計）

レストラン

物流

東京は歴史と最先端
の調和がとれた希有
な都市。京都は神社仏
閣や芸者など古都の
姿を今に残す。

6. 地域における
運営体制が
確立している。

5. 地元住民が観光の重要性
を理解している。

【観光に直接的に関係しない者】

4. 商品・サービスが揃い、
ビジネスとして成立している。

【観光に関係する者】

1. 世界から憧れられる。

2. 多くの(相応の)観光客が
訪れ、お金を使う。

3. 訪れた観光客が満足し、
また訪れたいと思う。

【旅行者】
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インド
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スペイン

フランス

外国人旅行者受入数
（2015年）

…
…

…
…

…

（百万人） （百米ドル／人）

141か国・地域中
日本 119位
スペイン 105位
フランス 139位
スイス 141位

外国人宿泊客延数割合

道央

72.6%

道南

8.0%

道北

12.0%

オホーツク

2.0%

十勝 2.7% 釧路・根室 2.7%

道央

63.7%道南

10.7%

道北

12.5%

オホーツク

4.1%

十勝 4.5% 釧路・根室 4.5%

2015 2020
数値目標（案）

地方部割合 2015年 27%→2020年 36％

外国人宿泊客延数

道南

2015 2020

46万人泊

159万人泊

3.5倍

道北

2015 2020

69万人泊

186万人泊

2.7倍

十勝

2015 2020

15万人泊

67万人泊

4.5倍

オホーツク

2015 2020

60万人泊

11万人泊

5.5倍

釧路・根室

2015 2020

16万人泊

67万人泊

4.2倍

道央

2015 2020

416万人泊

943万人泊

2.3倍

客室稼働率
71.9%→96.5%

客室稼働率
65.1%→87.2%

客室稼働率
51.2%→68.7%

客室稼働率
50.7%→67.9%

客室稼働率
44.9%→60.2%

客室稼働率
41.3%→55.4%

観光消費額
2015 1.1兆円 → 2020 1.6兆円



食料供給基地としての持続的発展①

7

平成26年 11,110億円 （基準値）

①農業産出額

< 目標年 >平成37年 12,000億円

数値目標

②食料品製造業出荷額

< 目標年 >平成37年 22,000億円

平成26年 19,846億円 （基準値）

③道産食品輸出額

< 目標年 >平成37年 1,500億円

平成26年 663億円 （基準値）

○人口減少・高齢化や世界の食料需要の大幅な増加等のリスク下でも、我が国の食料供給基地として持続的発展を図る。
○このため、「イノベーション等による経営力の強化、食の付加価値向上、食の海外展開」に重点的に取り組む。

○効率的生産のための農地整備の推進（再掲）
コメ ：生産コストの削減（輸出ルート多様化）
ナガイモ：需要増加に対応した生産体制の強化

○拠点漁港での高度な衛生管理体制の構築
水産物：輸出先に合わせた衛生対策

○「食」の総合拠点づくりの推進（再掲）
加工品：戦略的取り組みの環境整備

○北海道国際輸送プラットホームの推進等による農水産物等輸出の
拡大

○フードツーリズムなど食と観光の連携強化
○パートナーシップ活動による地域単位の食関連産業の取組支援

○生産空間維持・発展のため雇用・所
得確保が必要

◆「生産拠点」から「食の総合拠点」へ
の移行が必要
●農産物の活用率を高める必要

北海道77.8%（最下位）近畿695.8%（全国1位）
●食品産業の付加価値率を高める必要

北海道26.3%（最下位）近畿 37.7%（全国1位）
●輸送コストを下げる必要

物流基盤が弱い

◆地域資源のさらなる活用が必要

○「食」の総合拠点づくりの推進
ホクレン等関係機関と連携した体制整備による関連産業誘致の加速

○高規格幹線道路、空港、港湾等における物流基盤整備の推進

○６次産業化の推進等による地域の活性化
「わが村は美しく-北海道」運動、北海道マリンビジョン２１

○新たな需要開拓のため輸出促進が
必要

◆品目毎の輸出力強化が必要
◆インバウンド観光とのさらなる連携が

必要

【食の海外展開】

○食料供給力の確保・向上のため経
営力強化が必要

◆就農者の減少下で生産力を維持向上さ
せるため農業の競争力を強化する必要

◆豊富な森林資源の有効活用に向けた木
材の安定供給体制の構築が必要

◆水産資源の回復及び管理が必要
回遊性資源減少や生産額等での海域間格差拡大

◆地域資源のさらなる活用が必要

【イノベーション等による経営力の強化】

○農業の競争力の強化のための農地整備の推進
・生産コストの低減のため、農地の大区画化の推進
・高収益作物の導入のため、農地の汎用化の推進
合わせて以下を推進

・省力化のため、GＰＳ自動走行システム等によるスマート農業の推進
・担い手の確保、対外信用力の向上のため、法人化の推進
・コントラクター、TMRセンター等の作業受委託の推進
・高収益農業のため、新たな農業技術の活用推進
（水稲直播技術の普及、優良乳用後継雌牛の確保のための性判別技術）
・余剰労働力の活用による農家所得の向上のため、6次産業化の推進

○林業の低コスト化の推進
高性能林業機械の使用等による効率的な作業システムを構築するための路網整備

○養殖・栽培漁業の普及や良好な海域創出のための漁場整備の推進
二重堤による水域創出、食害フェンス等による磯焼け防止等

○都市・農村交流の拡大、地域資源の活用の推進
「わが村は美しく-北海道」運動、北海道マリンビジョン２１

【食の付加価値向上】

課題 主な施策目標

人口減少・高齢化、世界の食

料需要の大幅な増加や気候変

動による供給制約リスクにも

対応し、

食料供給基地としての

持続的発展を目指す

●農業就業人口は20年間で４割減

出典：農林水産省「世界農林業センサス」「農林業センサス」「農業構造動態調査」
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北海道 農業就業人口の推移（千人）

２０年間で４割減

●耕地面積は、ほぼ横ばい

（H2:1,209千ha（ピーク）→ H27:1,147千ha）



食料供給基地としての持続的発展② 《主な取組 イノベーション等による経営力強化》

農業農村整備事業による農地の大区画化、汎用化、地下かんがいの効果

8

○農業の経営力の強化、さらには雇用・所得の確保、輸出力の強化のため、農地の大区画化・汎用化等の基盤整備を推進する。
○基盤整備による作業効率向上、さらには、ほ場条件が改善・均一化することによるスマート農業の導入、法人化の加速、作業受

委託の促進が図られることで余剰労働力が発生。この労働力を活用して、経営面積の拡大や、高収益作物の導入が図られる。
○また、６次産業化による製造・販売拠点の創出が、新たな雇用の場となり、農業の経営力強化につながる。

◯ほ場条件の改善・均一化

◯スマート農業の導入（ＧＰＳ自動走行システム等）

◯６次産業化の推進（高付加価値化）

◯高収益作物の導入・拡大（トマト等）

0.8

2.0

0.4

0.9

7.0

8.2

0.0 2.0 4.0 6.0 8.0 10.0 12.0

整備後

整備前

（時間/10a）

農作業時間の減少

水稲 秋小麦 たまねぎ

約３割減

＊国営事業F地区の受益者の例

農家組織による製品製造 にぎわう農産物直売所

整備前 整備後

ほ場区画
0.3ha～0.5ha

標準区画
1.5ha,2.3ha

大区画化
（集積、連担化により大型農業機械の導入が可能）

汎用化
（排水機能が向上し、水田での畑作が可能）

地下かんがい
（水管理の適正化、省力化）

地下水位

用水路

集中管理孔桝

排
水
路

暗渠（吸水渠）疎水材

作土層補助暗渠

◯作業受委託の促進（コントラクター等）

◯法人化の加速
・対外信用力の向上（財務諸表作成の義務化による）

・経営継承の円滑化（従業員等から経営者を確保）

・新規就農の受け皿（土地、機械等の初期投資なく就農可能）

等のメリット

◯作業効率の向上（余剰労働力）

◯品質・収量の向上
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約２倍

＊国営事業N地区の例
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(kg/10a)

たまねぎの収量と規格別割合

M L L大 ２L

＊国営事業F地区の受益者の例

※L大、２Lの方が単価が高く、収益が上がる

約２割増

ＧＰＳを利用した低コスト農業

輸
出
力
の
強
化

◯１経営体当たりの経営面積拡大

余
剰
労
働
力
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○生産空間の維持保全のために、雇用・所得確保を図ることが必要。このため、北海道で生産される高品質で大量の原材料のさ
らなる活用を目指し、食品産業界と農業界が戦略的な連携関係を構築・強化し、食関連産業の道内への誘致を行い、加工・流通
までを含む食の総合拠点づくりを進める。

日本政策投資銀行
北海道支店

【北海道における食の高付加価値化に

ついて（２０１０年１０月２２日）より抜粋】

北海道の食による成長において
は、生産の強みを活かし、取りこぼ
しているものの加工を伸ばしていく
ことが重要

・農林水産業の生産額では１位
だが、食料品製造業では全国
１３位。

高規格幹線道路、空港、港湾等
における物流基盤整備の推進

経済活動別県内総生産上位と北海道

資料：経済産業省「平成26年工業統計調査」

資料：北海道開発局「平成２７年度 農畜産物及び加工食品
の移出実態（平成２６年）調査結果報告書」

北海道の農産品等の移出実態１．豊富な原材料の道内
での加工促進が必要

２．付加価値率が低く、
高次加工の余地が大

・食料品製造業の付加価値率
は、26%と圏域最低。

原材料供給量シェアと製造品出荷額シェアの関係

食料品製造業総生産

〇産業構造に起因 片荷（対道外：入超傾向、対道内：札幌集中）、季節波動 ⇒産業集積により徐々に改善

〇地理的条件に起因 遠隔多方向性、道内都市間距離・時間の長さ、積雪寒冷

日本銀行札幌支店
【北海道製造業の現状と課題（２０１３年４月１９日）より抜粋】

○北海道の製造業の特徴
すなわち、豊富な農水産品を道内で加工（付加価値付

与）せず、そのまま道外へ出荷しているケースが多いことと
なる。また、食料品製造業の付加価値率も他地域に比べ低
く、良質な農産品を十分に活用しきれていない。

○道内立地のメリット・デメリット
（１）食料品製造において原材料調達が容易、（２）地価・

人件費が安い、（３）災害リスクが低い、といったメリットがあ
る一報、（４）製造業の集積が低いため、部品等道外から調
達することが求められる、（５）物流コストが高い、といったデ
メリットがある。

37.7%
35.6%

34.7% 34.6%
32.8% 31.5%

30.1%

26.3%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

40.0%

近畿 中国 関東 中部 四国 九州 東北 北海道

食料品製造業の付加価値率

食の総合拠点づくり

農産物の道内での加工促進と、
原料を活かしたより付加価値の高
い製品の製造を進めるため、ホク
レン等農業関係団体と経済界、企
業誘致に係る各機関が連携し、食
関連産業の誘致を加速する。

◎食の総合拠点づくり検討会
の設置 (H28.7）

【検討・対策】
・原材料等の詳細な情報提供の
あり方
・農業団体と連携した原材料の
安定確保等に係る相談体制
・農地整備の推進等による原材
料供給力の維持・向上 等

３．物流コストが高く改善の必要
立地加速のための連携体制整備

単位：百万円 農林水産業総生産

719,640 

237,169 

221,843 

189,020 

188,991 

529,763 

224,371 

207,445 

159,033 

164,815 

0

200,000

400,000

600,000

800,000

北海道 茨城県 千葉県 鹿児島県 熊本県

農林水産業 うち農業

資料：内閣府「国民経済計算（平成２５年度）」

単位：百万円

1,144,743 

559,536 

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

1,200,000

静岡県 北海道

１３位

１位

11.8%

14.6%

25.6%

31.4%

35.9%

20.0%

76.7%

54.7%

50.4%

68.6%

61.0%

79.7%

11.5%

30.7%

24.0%

0.0%

3.1%

0.3%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

砂糖

でんぷん

馬鈴薯

そば

豆類

小麦

道内 道外（加工用） 道外（その他）

534,194.7ｔ

77,987.6ｔ

3,552.0ｔ

391,588.8ｔ

175,907.8ｔ

559,799.5ｔ

出荷量計
１位

道外企業の声（ヒヤリングによる）

○北海道進出に当たっての課題

・北海道は広く、いつ、どこで、どんな原材料が入手できるかなどの
詳細な情報が不足。

・道内立地する場合、本州と同じ商品では競争力がなく、「北海道の
○○」など、より北海道色を前面に出した商品でないと競争できない。
そのためには北海道産材料の安定確保が必要。

※付加価値率

＝付加価値額／製造品出荷額

現状と課題 主な施策

※各機関の分析

・北海道で生産する農産物の多
くが加工用として道外に移出。
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○北海道からの輸出の約９割が水産物・水産加工品であり、輸出拡大に向けては、これらの一層の拡大が必要。農産物では、コ
メ、ナガイモなどが重点品目とされており、重点国・地域を設定しつつ、生産、物流、販売面で戦略的な取組を進めていく。

資料：北海道

◆台湾、米国の華人社会において薬
膳料理の食材として人気。
◆ニーズは高いが、栽培には作土１m
以上の水はけ良好な農地が必要。ま
たレキが多く見つかるほ場は栽培に適
さないため除レキが必要。

【水産物・水産加工品】

【農産物（ナガイモ）】

【農産物（コメ）】

◆水産物輸出額の4割が中国向け、品
目では5割がホタテ。

EUやASEAN等輸出先国の拡大、輸
出品目の多様化が課題。
◆このため、輸出先国・地域の規制・
ニーズに応じた輸出環境を整備すること
が必要。

◆また、輸出品目の多様化のため資源
制約が少ない養殖生産を一層拡大する
ことが必要。

◆道産米の輸出はH24年の70㌧から26年には423㌧（約1億円）に
増加。
◆従来は輸出先国の高所得者層向けであったが、中高所得者層
へと、輸出ターゲットの深掘りを目指すことが必要。
◆このため生産コストの更なる削減を実現し、価格競争力を強化
することが必要。

「十勝川西長いも」の場
合、国内向けの２L規格
に対し、台湾向けは、よ
り大きな４L規格を輸出

作付け可能面積
の拡大

排水改良による
増収・ 品質の向
上、安定生産

除
レ
キ

排
水
改
良

輸
出
向
け
生
産
量
の
増
加

大
区
画
化

国営Ｋ地区では、政府目標の
9,600円/60kgよりもコストの低い
6,860円/60kgを計画。
同地域では、平成28年から米国
ハワイ輸出向けの米を出荷

大
型
機
械
や
新

技
術
の
導
入

ＧＰＳ付き無人トラクター大型機械による米の収穫

生
産
コ
ス
ト
の
削
減

40 68 93

236
293

153 58
54
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65
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85

77

39
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48

47

70
61

92

98

0

100
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300

400
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700

H22 H23 H24 H25 H26

水産物・水産加工品の輸出額推移

その他水産

加工品

乾燥ナマコ

その他水産

物

サケ

ホタテガイ

342
301

324

531

613

(億円)

資料：北海道

854 916
1199

1498 1511
93 104

125

275 331

563 336

449

554
664

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

H22 H23 H24 H25 H26

農畜産物・農畜産加工品の輸出額推移

農畜産

加工品

その他

農産物

ナガイ

モ

1,510
1,356

1,774

2,327
2,505

(百万円)

(年)

現状と課題 主な施策

屋根付き岸壁 清浄海水施設

高度に衛生管理された水産物

漁港の一部水域を増養殖
の場として有効活用

道内の複数の地域では、漁港内の静穏な一部水域
で、ナマコやウニ等の増養殖を検討中

Ｈ
Ａ
Ｃ
Ｃ
Ｐ
等

認
定
工
場

海
外
の
信
用
力
向
上

国
内
外
市
場

荷さばき所等
付帯施設

（水産倉庫、
製氷施設、
冷凍施設、
冷蔵施設、
加工場）

屋根付き岸壁 荷さばき所等

湧別漁港における衛生管理対策
によるホタテ輸出量増大
（輸出先：ＥＵ、米国、中国）
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平均1,465t 平均4,777t

226%上昇

整備前 整備後



○北海道の「生産空間」は、主として農業・漁業に係わる場として、食料供給に大きく貢献し、観光その他多面的・公益的機能
を提供。これからもその役割を果たし続けるとともに、それを支える人々が住み続けることが必要。

○このため、都市機能・生活機能が日常生活に支障のない水準で提供される「基礎圏域」を形成し、「生産空間」での暮らしを
広域的に支えつつ、人々の活発な対流を促進。

北海道型地域構造の保持・形成①

散居形態 集落の74％が散居型

そのためには
「定住環境の確保」が必須

人口減少・高齢化の急速な進行 半数が無人化の危機

「生産空間」は主に北海道の地方部に分布

北海道の「強み」を提供できなくなる可能性

農業就業者１人あたり

農業産出額
漁業就業者1人あたり

漁業生産額

北海道の農村の例(上士幌町) 他県の例（富山県砺波市）

2010年の人口分布 2050年の人口分布

このような状況下では、生活施設まで遠く、公共交通の運営が
困難など、人口定着には不利な環境

このままでは将来現在の「生産空間」の分布状況

今、まさに「生産空間」の維持・発展が急務 北海道型地域構造（基礎圏域）～頼り頼られる３つの層～

※１ 出典：農林水産省「H18生産農業所得統計」、総務省「H22国勢調査 産業別人口」 ※２ 出典：北海道水産林務部「H24北海道水産現勢」、総務省「H22国勢調査 産業別人口」 ※３ 出典：「観光資源台帳」（(財)日本交通公社が事務局として設置した「観光資源評価委員会」が検討・選定し作成）を基に作成
※４ 出典：総務省「H22国勢調査」、国土交通省「国土数値情報（土地利用3次メッシュ）第2.3版」、「国土数値情報（将来推計人口メッシュ（国政局推計））」を基に作成。
※５ 出典：竹内慎一（北海道立総合研究機構北方建築総合研究所）「北海道の集落の実態分析による地域防災力に関わる評価指標の検討」地域安全学会論文集(14),pp37-46,2011-03 ※６ 写真：NTT空間情報（株）

※基礎圏域等は、主な通院先、
入院先に着目した地域の結びつ
きの例。設定条件により圏域は
変わり得る。

掲載した地図は、必ずしも、我が国の領土を包括的に示すものではない。

頼り頼られる３つの層の

「重層的な機能分担」と「ネットワークによる連携」
（北海道版コンパクト＋ネットワーク）

で課題に対応

所得・雇用の確保

生活機能・
集落機能の確保

地域の魅力向上

安全・安心な
社会基盤の形成

北海道の「強み」を支える「生産空間」 「生産空間」を取り巻く現状と課題 地域構造の望ましい姿
～「生産空間」のサバイバル～

「生産空間」は、広大な農地や豊富な水産・森林資源を強み
として、我が国の食料供給基地として貢献するとともに、豊かな
自然環境、特徴ある景観等を提供している。

生産空間：
主として農業・漁業に係る生産の場（特に市街地ではない領

域）を指す。生産空間は、生産のみならず、観光その他の多面
的・公益的機能を提供している。

（設定例の詳細等については国土審議会北海道開発分科会計画部会 第２回（H27.3.26）資料２ p.９〜10参照）

下記の観点についての取組を
有機的・総合的に実施。

※観光資源（史跡、社寺、城跡、城郭、
庭園、公園、歴史景観、地域景観、
年中行事、歴史的建築物、現代建
造物、博物館・美術館）

※地域資源（山岳、高原、原野、湿原、
湖沼、渓谷、滝、河川、海岸、岬、
島、岩石、洞窟、動物、植物、自然
現象）

※１ ※２ ※３

※４

※６

北海道の「強み」を支える「生産空間」として、

10年後も、2050年もその役割を果たし続けるとともに、
それを支える人々が住み続けることが必要

※５

11

地域資源・
観光施設の分布



(＋)農地の大区画化の進展
(－)日常的な買い物の困難
(－)医療機関へのアクセス

(＋)道の駅の立地
(＋)高規格道路の延伸
(－)公共交通の不足

(＋)医療機関の立地
(＋)買い物施設の立地

※(＋)：強み
(－)：弱み

〔地域特性・現況分析のイメージ〕

圏域中心都市

地方部の市街地

生産空間

【ステップ１】
産業構造や地理的条件、地域の発意等を受け
て、モデル的な圏域を設定。地域特性・現況を分
析、現行施策の状況を整理。

【ステップ２】
多様な主体が連携して圏域について考え・行動する場を設定。
地域に関わるプレイヤーからの積極的な提案に基づき、各々が果たすべき役割などを議論。これまでの範疇にとら
われない取組を促進。

NPO

交通
事業者

商工会

農業
関係者

医療
関係者

学識者

北海道庁

北海道開発局

＋各種制度等
関係省庁など

北海道型地域構造の保持・形成②

○北海道型地域構造の保持・形成に向けて、国・地方公共団体、地域住民など多様な主体が、一体となって考え・行動する
モデル的な圏域を設定。

○モデル的な圏域において、今後重点的に取り組む「施策パッケージ」の具体化を行い、各種制度を有機的・総合的に活用
した取組を実施。また、その成果・課題を共有し、他の地域へ展開、発信。

モデル的な圏域における取組イメージ

：通院、通学

：買物、余暇活動

：救急搬送

地域特性、課題・ニーズを共有し、
今後の取組などについて、

幅広く議論

住民

地域特性、課題・ニーズに対応した各種施策のうち、
今後重点的に取り組んでいく内容について検討。

人口減少 広域分散・散居少子化・高齢化

市町村A

〔○○圏域「施策パッケージ」のイメージ〕

市町村Ｂ

施策実施に向けた調整、
各種制度活用検討 等

生産空間

連携
協働

市町村A

市町村Ｂ

See Think

買物 交通医療 産業

現状

課題
ニーズ

〔例〕「道の駅」への
機能集約・強化

・・・

・・・

各々の施策を着実に進めるため、テーマ毎に
関係主体によるワーキングチームを結成。

Check
成果・課題を
検討会へ報告

【ステップ３】
計画推進部会等を通じて、モデル的な圏域にお
ける取組状況、実施上の課題などを共有。

また、「食」、「観光」等の施策の取組状況を踏
まえ、モデル的な圏域における検討にも反映。

他の地域へ展開、発信

ワーキングチーム

医療

Ｄ町

等

成果・課題を反映

Ｅ村

道庁

交通

開発局

住民

Plan

Action

Do

〔仮称〕○○圏域検討会

ワーキングチーム

等

〔例〕生活機能への
アクセス確保

〔例〕地域の魅力向上
・・・

ワーキングチーム

等

商工
Ｃ町

交通

NPO

開発局 農業

商工F町

交通
NPO

農業
観光

G村

・・・

観光
関係者

→ 「施策パッケージ」を具体化

→ 各主体が連携協働し、具体の事業を推進

・
・
・

・
・
・
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○「生産空間」がこれからもその役割を果たし続けるため、下記取組例のような各種施策・事業を有機的・総合的に推進。
○有機的・総合的な取組例として、「道の駅」での各種拠点機能の集約・強化について、実験的な取組を先行して実施。

北海道型地域構造の保持・形成③

「生産空間」を支える取組例

地域の基幹産業の振興を通じた
所得・雇用の確保

日常的な生活サービスや高次な都市機能へのアクセスの確保等による
生活機能・集落機能の維持

定住・交流促進につながる地域の魅力向上

高度な
衛生管理体制の構築

イノベーションによる
農林水産業の振興

ＧＰＳを利用した農業の導入

広域交通ネットワークの整備

高規格幹線道路の延伸

屋根付き岸壁の整備

道路管理ステーションを活用した
ドクターヘリのランデブーポイント

ボーディングブリッジの整備

離島交通の確保 救急搬送支援

地域活動団体の取組 地域資源の活用

ビューポイントパーキング

釧路川

安全・安心な社会基盤の形成

バス停

地域の交通・物流拠点

地域の交流拠点

＜期待される効果＞
・地方部での生活を支える日常買物の利便性向上
・持続可能な道の駅間物流ネットワークの構築
・地域資源を活かした新しい地域コミュニティ創出や
他地域との交流促進

地域の高校(三笠高校調理部)が
地域の産品を活用してつくった

「ふるさとピンチョス※」の販売実験

道の駅間での産直品の輸送・相互販売実験イメージ

道の駅「南ふらの」

＜期待される効果＞
・都市間バス・地域内交通の結節点化
・道の駅を貨客混載の拠点とした
物流体制の構築

地域の情報拠点

無料公衆無線ＬＡＮ

産直カレンダーの作成

道路情報の提供

＜期待される効果＞
・地域の防災・観光情報等の発信

事業者との連携による
自動販売機を通じた
防災情報の発信

ひと・ものプロジェクトによる貨客混載の例（北海道運輸局）

路線バスやデマンド交通などの乗り換え拠点、
路線バスによる貨客同時輸送の積み替え拠点、
として「道の駅」を活用

地域の防災・観光情報等を提供・発信する拠点
として「道の駅」を活用

地域の産直品の販路拡大・高付加価値化、地域住民に向けた買い物
利便の提供、観光客への産直品のＰＲ等の拠点として「道の駅」を活用

治水対策の進捗により、
高収益作物栽培のためのビニールハウスの立地が進展

〔例〕「おいしい道の駅」実証実験

砂防えん堤の整備により出現した

「青い池」

稚内港北防波堤ドームでの

スノーキャンドルイベント

有機的・総合的な取組例（「道の駅」への機能集約・強化）

※ふるさとピンチョス：複数の食材を組み合わせ、ひと口で食べられるスペイン生まれの料理

地域内
交通

都市間バス

乗り換え

昭和63年
河
川
堤
防

ハウス

平成22年

ビニール
ハウス群

河川堤防の完成化

生産空間を支える社会基盤整備
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地域づくり人材の発掘・育成

目 標

新たな「価値」の創造

多様な人材 ＋ コミュニ
ケーション

新たな「価値」は、多様な人材が活発な
交流・コミュニケーションを経験することで醸成

パウダースノーを求める
滑り手の欲求と安全確保を
両立させる「ニセコルール」

国際的なコンテストで、金メダ
ルを受賞。（新得町「共働学舎
新得農場」のチーズ「さくら」）

 新製品・新産業を生み出し、地域に稼ぎをもたらす力
 社会が直面する課題に対し、新たな解決策を提案・実行する力
 新たなライフスタイルを実践し、人々の生き方・暮らし方を変えていく力 等

○本格的な人口減少時代にあっては、「人」こそが資源。人々がその個性を最大限発揮し、新たな「価値」の創造が活発に行われ
る地域社会を形成する必要がある。

○価値創造力の強化に向けて、多様な人材の緩やかな「つながり」とコミュニケーションの「ひろがり」を促進し、地域づくり人材の
広域的・横断的な支援・協働の拡大・充実を図るため、「北海道価値創造パートナーシップ活動」を展開する。

課 題

人口減を「活動人口」の増加でカバー

世界に認められる北海道・新たな「価値」の例

主な施策 ～北海道価値創造パートナーシップ活動の展開～

地域Ａ 地域Ｂ 地域Ｃ

多様な
協力人材

地域パートナーシップ活動

外部の
視点等

連携・
交流

多様な協力人材の参画

先行する
地域づくり

の取組

○地域づくり人材のネットワーク形成を図るプラッ
トフォームの立ち上げ、道内外の人材の交流の
場づくり。

連携・交流

○勉強会やセミナーの開催等により、地域づくりの担い手を支援。
○各地域で、プラットフォームの組織化を推進。

地域パートナー
シップ活動

パートナーシップ会議

台湾の学生と観光スポットを調査

 シーニックバイウェイ北海道
 「わが村は美しく-北海道」運動
 北海道マリンビジョン２１
 プラットフォーム関係機関・団体等の地域づく

りの先行事例 等

全道的な
パートナーシップ会議

取組のロードマップ

〔事例〕 「食と観光」で後志をデザイン ～ニセコの集客力を広域に波及

○世界水準の取組やフロンティア精神を発
揮した取組の事例収集・情報発信。

「世界の北海道」の発信

価値創造力＝新たな「価値」を生み出す力コンセプト

対応の方向性

・北海道では348名
（H27実績）が104市町
村で活躍。

●地域おこし協力隊

●都市部や外国人の視
点の取り入れ

フロンティア精神を発揮する取
組。北海道発の宇宙開発。
（(株)植松電機（赤平市））

・若者、高齢者、女性等の参画拡大が必要
・交流人口の地域活動への参加が必要

「写真の町」東川町では、
移住等による社会増が続く。

任期終了後、地域に
定着した元隊員がＮＰ
Ｏ法人を立ち上げ、地
域づくりに取り組む。

（遠別町）

国内外の多様な人々との交流・連携

産学官民金連携のプラットフォーム形成

北海道の新たな価値を創造

地域の課題や特性に応じたテーマを設定し、
地域の課題解決に向けた取組を開発建設部が支援

・多様な人々が参画するきっかけづくりが必要
・関係者の人脈・取組の緩やかなネットワークの形成・拡大が必要

・テーマ別に取組を持続的にマネジメントする仕組みが必要

○平成29年1月、札幌市でプラットフォーム発足
のキックオフイベントを開催。関係機関・団体等
との連携のもと運営。

ニセコの
集客力

日本海
沿岸

北後志

北海道
新幹線

倶知安余市
道路・北海道
横断自動車道

広域に波及
・ニセコはスキーリゾート地として世界水準のブランドを確立。今後、
交通ネットワークの充実により、一層の集客が見込まれる。
・ニセコ周辺地域には、海産物、果樹、ワイン等の「食」、海岸景観
等の「観光」資源があり、そのポテンシャルは高い。
・小樽開発建設部では、ニセコの集客力を広域に波及させ、ニセコ
観光の新たな魅力づくりに繋げるため、地域
のキーパーソンと連携し、広域につながるプ
ラットフォーム活動や勉強会に取り組む。

【コンセプト図】
【28年度の主な活動】
○食、山と海の景観を楽しむ周遊ルートの検討
・台湾の学生とサイクルツーリズム実証試験を実施等
○ニセコエリアのレストランへの食材等ヒアリング調査を実施
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島牧・
寿都・
黒松内

余市・
仁木

（プラットフォーム運営に当たる幹事会の構成）

・地方公共団体（北海道、札幌市）
・国（北海道局、地方支分部局）

・産業界（金融機関、経済団体、
地域づくりを支援する法人）

◎人が活躍し、新たな「価値」を活発に創り出す魅力ある北海道

有識者等で構成される「世界の北海道」委員会（仮称）で実施

人口減少による地域の活力低下

外部からの視点の不足
地域の価値創造力の向上



強靱で持続可能な国土づくり

強靱な国土づくりへの貢献と安全・安心な社会基盤の形成①

平成28年8月の大雨災害の状況

○ 安全・安心の確保は経済社会活動の基盤であり、大規模災害等に対する懸念が顕在化する中、自然災害等による被害を最小化するとともに、
北海道のポテンシャルを活用して我が国全体の国土強靱化に貢献することが求められている。

○ このため、激甚化・多様化する災害への対応、我が国全体の国土強靱化への貢献、安全・安心な社会基盤の利活用に係る諸施策を推進する。
○ 特に、平成28年8月の大雨災害を踏まえ、自然災害による被害を最小化する取組を重点的に実施する。

○緊急的・集中的
なハード対策の
実施

○気候変動を踏ま
えた新たな治水
対策のあり方の
検討

○地域の災害対応
力の強化

大雨による主な被災箇所

被害状況（10/26北海道災害検証委員会資料)

石狩川水系空知川 堤防決壊
（南富良野町）

全国主要卸売市場野菜の価格推移H27-28比較（８～９月）

農作物ごと土壌が流出 （芽室町）

○ 北海道に4つの台風が上陸・接近
○ 各地で記録的な大雨

・ 89地点＊で月の降水量の１位を更新
＊アメダス225地点中

○ 各地で河川氾濫し、人的被害
等が発生

○ 道央～道東の人流・物流が長
期間分断

＜大雨の概要＞ ＜被害の状況＞

国道274号 日勝峠8号目付近
盛土崩壊 （清水町）

国道38号 太平橋 橋台背面洗掘
（南富良野町）

○気候変動による
災害リスクへの
対応

○全国への安定的
な食料供給を確
保するための、
農地などの生産
空間の保全

○施設能力を超え
る洪水に対する
減災の取り組み
の強化

課題

主な施策

野塚峠観測所
(開発局データ)

累加雨量1,427mm

日勝峠観測所
(開発局データ)

累加雨量927mm

戸蔦別川上流観測所
(開発局データ)

累加雨量895mm

串内観測所
(開発局データ)

累加雨量888mm

アメダス降水量分布 （気象台データなど）
台風第7,11,9,10号累計 （平成28年8月16日～31日）

全国主要卸売市場のカレー具材（野菜）の北海道シェア（取扱量ベース）

出典：農水省ＨＰ 青果物卸売市場調査報告(産地別)

円／kg

＜農業被害が全国に影響＞
○ 農業にも甚大な被害

・ 農地浸水や農業施設被災に加え土壌流出・
・ 土砂堆積が発生
・ 農作物被害：40,258ha、543億円

○ 全国の農産物価格に直結
・ にんじんの価格が例年の２倍

出典：農水省ＨＰ 青果物卸売市場調査(日別)
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強靱で持続可能な国土づくり

強靱な国土づくりへの貢献と安全・安心な社会基盤の形成② ≪主な取組≫

気象・河川情報の発信・受信 ○ ◎ ○ ○

関係機関への助言依頼 ● ▲ ▲ ▲ ▲

TL立ち上げの判断 ● ● ●

今後の方針決定 ● ● ●

TLレベル1移行の周知 ◎ △ △ △ △ △ △ △ ◎ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △

気象・河川情報の発信・受信 ○ △ △ △ ○ △ △ ◎ ○ ○ △ ○ ○ △ △ △ ○ ○ ○ ○ △ ○ △ △ △ △

○ △ △ △ ○ △ △ △ ◎ ○ △ ◎ ○ △ △ △ ○ ○ ○ ○ △ ○ △ △ △ △

△ ○ ○ ◎ ○ △ △

◎ △ ○ △ △ △ △

○ △ ○ △ ◎ ◎ △

レベル1の目標

準備

■TL立ち上げ判
断

-96H～
-72H

-96H～
-72H

社会インフラ情報の発信・受信

滝
川
河
川
工
務
課

自
主
防
災
組
織

町
内
会
長

防
災
危
機
対
策
室

学
校
運
営
課

社
会
教
育
課

福
祉
課

土
木
課

北
海
道
中
央
バ
ス

空
知
土
地
改
良
区

広
域
水
道
企
業
団

北
海
道
電
力

滝
川
ガ
ス

滝
川
建
設
協
会

日
本
赤
十
字
社

F
M
な
か
そ
ら
ち

N
T
T
東
日
本

J
R
北
海
道

N
E
X
C
O
東
日
本

札幌開発建設部

河
川
管
理
課

防
災
課

河
川
工
事
課

滝
川
河
川
計
画
課

滝川市
札
幌
管
区
気
象
台

企
画
課

江
部
乙
支
所

タイムライン
（TL）

防災対応レベル

時間の
目安

行動項目

北海道開発局と北海道が共同で水防災対策検討
委員会を設置

【石狩川滝川地区の事例】
・平成27年10月から
・７回の検討会
・36機関が参画し、
・行動項目等を
・グループ討議
・検討結果を整理し、
・図上演習を実施
・台風期前に試行版
・を完成（8月）

水害タイムラインや最大クラスの洪水に対応したハザードマップを作成し、防災訓練
を実施

土砂堆積や土砂流出により、
復旧には多くの時間と費用が
かかる

農地へ土砂が堆積

必要に応じて、治水
計画の見直しを検討
（河川整備計画等）

河川整備計画、水防災
意識社会再構築ビジョン
等に基づく対策を推進

取組を全道各地に普及、訓練を実施
することで地域の災害対応力を強化

第1回委員会開催状況（10/28）

水害タイムラインの作成 最大クラスの洪水に対応した
ハザードマップの作成

想定最大規模の降雨による洪水浸水想定区域（石狩川上流より抜粋）

・自治体により最大クラスの洪水に対応した
・ハザードマップを作成

堤防裏法崩れ（常呂川）

・今夏の大雨は
・試行版を踏まえて対応

観測史上初めて北海道に
４つの台風が上陸・接近

避難訓練の実施

新たな治水対策のあり方の検討 地域の災害対応力の強化

○ 気候変動による災害リスクへの対応などの課題を踏まえ、緊急的・集中的なハード対策を実施するとともに、国と地方が共同で設置する委員
会における新たな治水対策のあり方の検討や、地域の災害対応力の強化に繋がる取組を重点的に実施し、自然災害による被害を最小化す
ることを目指す。

【目的】
今夏の大雨災害について、
気象、治水、防災等の観点
から検証を行い、今後の水
防災対策のあり方を検討

【検討項目】
・気候変動を考慮した
・治水計画
・支川・上流域を守る
・治水対策
・既存施設の評価
・及び有効活用
・施設能力を超える
・洪水への対応
・生産空間の保全 等

・平成28年10月から3回開催

・年度内に最終報告取りまとめ

◎：情報発信
○：情報受信、伝達
△：情報受信
●：行動の中心
▲：行動を補助、支援

滝川地区タイムライン（試行版）からの抜粋
16



強靱で持続可能な国土づくり

再生可能エネルギーを活用した地域づくりの推進

17

北海道水素地域づくりプラットフォーム
（H27.5設置）

北海道に豊富に賦存する再生可能エネルギーの活
用を、水素を利用することにより促進させ、水素を活
用した地域づくりを検討。（平成27年度～平成31年度）

参加団体数５２団体（H29.2.6現在）

意見交換、情報交換、視察の実施、地方公共団体及び
民間企業による先進的取組の支援、普及啓発等

北海道におけるクリーンエネルギーに関連する技術等
の産学官金連携による研究開発や事業化を促進

平成27年度第１回会合

○北海道に豊富に賦存する再生可能エネル
ギーが十分に活用されていない

◆出力特性が不安定なエネルギー源であること等から
導入可能量は限定的 （北海道の風力発電導入
量は32万㎾でポテンシャルのわずか0.06％、全国
（北海道除き）は0.21％）。

○再生可能エネルギーを活用するには水素
が有効

◆再生可能エネルギーを水素の形で貯蔵・輸送する
ことにより、その活用範囲が広がれば、 CO２排出量
削減や海外からの化石燃料依存といった課題の解
決に貢献。

○我が国電力のエネルギー源は88％が海外
からの化石燃料

◆我が国は、エネルギーを巡る国内外の状況の変化に
大きな影響を受けやすい構造。

○北海道の再生可能エネルギーの賦存量は
全国の約３割

◆北海道には、風力、太陽光、地熱などの再生可能
エネルギーが豊富に賦存。

課題現状 主な施策

水素の製造、貯蔵、輸送に要するコストを商
業ベースに低減するための研究開発や水素
利用普及のための啓発活動が必要。

水素活用の課題

平成28年度第１回会合
（水素ステーション視察）

○北海道内各地域に賦存する再生可能エネルギー源の有効活用、地域産業・雇用の創出を通じた地域経済の活性化、強靱化等の観点からも、
水素等も活用しつつ、コスト面でもバランスのとれた地域分散型のエネルギーシステムを構築し、これをネットワーク化することが重要である。

○水素による再生可能エネルギーの利用促進を図るため、産学官金連携のプラットフォームによる普及啓発や研究開発等を推進する。

再生可能エネルギー導入ポテンシャル（設備容量）

風力発電 太陽光発電 中小水力発電 地熱発電 合　計

①北海道 54,280.0 224.8 133.3 517.9 55,156.0

②全　国 185,556.0 5,864.1 1,427.8 1,418.8 194,266.7

①／② 29.3% 3.8% 9.3% 36.5% 28.4%

（単位：万㎾）

出典：環境省「平成２２年度再生可能エネルギー導入ポテンシャル調査」を基に北海道局が作成

水素による再生可能エネルギーの利活用促進の取組

◯下川町の取組
・下川町では、木質バイオマスボイラーによる地域熱供給システム等を積極的
に導入し、木質バイオマスを活用したエネルギー自給の取組を推進。

◯帯広市の取組
・帯広市では、市内で発生する間伐材をペレットに加工し、「帯広の森・はぐく
ーむ」（交流拠点施設）に導入した木質ペレットストーブなどで利用。

※北海道開発局は、国の「環境モデル都市」等に認定された自治体（下川町、
帯広市）と協定を結び、公共工事から発生する木材等を提供している。 下川町：

木質バイオマスボイラー

その他の再生可能エネルギーの利活用促進の取組

水力発電活用の取組木質バイオマス活用の取組

◯小水力発電に係る水利使用手続の簡素化等
・再生可能エネルギーの導入促進のため、国土
交通省では、小水力発電に係る水利使用手続
の簡素化・円滑化を図る措置を実施。

◯ダムの嵩上げ
・新桂沢ダムは、嵩上げによって、最大出力が
15,000kWから16,800kWに増強。帯広市：

帯広の森・はぐくーむ



《モニタリング指標》

計画の進行管理について

計
画
の
着
実
な
推
進

○指標を活用
し、施策・取組
の進捗を分析

３つの主要施策

【主要施策②】
世界に目を向けた産業の振興

【主要施策①】
人が輝く地域社会の形成

【主要施策③】
強靱で持続可能な国土の形成

計画の３つの主要施策に関連する人口、経済、社会等に関する各種指標

取組や取組の成果の

進捗を代表すると

考えられる

モニタリング指標

行動の指針となる

数値目標

わかり
やすさ

代表性

計画の体系図に整理

○施策・取組の
実施事例とそ
の効果を把握

人流・物流ネットワークの充実

強靭で持続可能な国土づくり

人が輝く地域社会の形成

・北海道型地域構造の保持・形成
・地域づくり人材の発掘・育成

戦略的産業戦略的産業
ビジョン

「世界水準の価値創造空間」食料供給基地としての
持続的発展

世界水準の
観光地の形成

施
策
・取
組
の
実
施

企画立案 実施 評価
（推進状況の点検）

改善

〔進展していない場合〕
・原因の分析
・課題の抽出
・解決に向けた方向性・
改善策を検討

計画の進行管理イメージ （Ｈ２９～３１年度）

○計画を効果的に推進するため、行動の指針となる数値目標を念頭に置き、施策・取組を推進する。また、モニタリング指標をもとに、進捗
状況を把握する。

○施策・取組の実施に当たっては、計画推進部会委員にファシリテーターとして参画して頂く。
○計画の推進状況の点検においては、施策・取組の実施事例とその効果を把握する。数値目標やモニタリング指標を活用し、施策・取組
の進捗を分析し、進展していない場合は、課題の抽出等を行い、その解決に向けた方向性、改善策を検討する。

○また、社会経済情勢や政策動向等を踏まえ、新たな課題を共有し、これを念頭において計画を推進するとともに、数値目標等について
は、フォローアップしていく中で、柔軟に見直しを行う。

北海道総合開発計画 （平成28年3月29日閣議決定） （抜粋）

第3章 計画推進の基本方針 第3節 計画の推進方策 (4) 計画のマネジメント

計画の推進に当たっては、「政策の企画立案→実施→評価→改善」というマネジメントサ
イクルに沿った効率的かつ効果的な進行管理を図り、着実に施策を推進するため、人口、
経済、社会等に関する各種指標や施策の推進状況についてモニタリングを実施し、必要に
応じ有識者による検討等を通じて、以後の施策推進に適切に反映する。また、社会や時代
の要請の変化を踏まえつつ、主要施策、期間等について弾力的運用又は必要に応じた見
直しを図るとともに、計画策定からおおむね５年後に計画の総合的な点検を実施する。

新たな北海道総合開発計画の策定について
（平成28年3月23日国土審議会長から国土交通大臣宛）（抜粋）

計画の進捗
状況を把握 マネジメントサイクル

による進行管理イメージ

企画
立案 実施

評価
（推進状況
の点検）

改善
計画推進

部会 18

抽
出

新たな課題の抽出・共有

社
会
経
済
情
勢
や
政
策
動
向
等

ファシリ
テーター
の参画

ファシリテー
ターの参画

なお、新たな北海道総合開発計画（以下「新たな計画」という。）の実施に当たり、
下記の点に留意し、先導して取組を推進することを期待する。

記
３．新たな計画の推進状況を確実に点検する体制を当審議会北海道開発分科会

の活用などによって構築すること。推進に当たっては、北海道民を始めとする関
係者が連携して新たな計画の実現に向けた取組を進められるよう、数値目標の
共有を図るとともに、推進状況の点検に際しては、当該数値目標を踏まえること。



数値目標の考え方

・現在、訪日外国人来道者の訪問先が道央圏に集中
しており、全道各地に誘導して、インバウンドによる経
済効果を地方部にまで波及

重点的に
取り組む事項

「観光先進国」
実現をリードす
る世界水準の
観光地の形成

食料供給
基地としての
持続的発展

地域づくり
人材の発
掘・育成

強靱で持
続可能な
国土づくり

・世界的なブランド力を活かし、我が国の「観光先進国」
実現を北海道がリード
・政府目標 訪日外国人旅行者4000万人達成に貢献

・北海道の旅行需要は季節的に偏在しており、端境期
の需要を創出して、観光関連産業の振興に貢献

・訪日外国人旅行者がこれまで以上に北海
道を訪問する状態を目指す。
（北海道訪問割合 9.7%(H27) → 12.5%）

・外国人旅行者が日本人並に全道を旅行す
る状態を目指す。
（H37は日本人宿泊客並(H27) 、H32はH27とH37の中間値を目指
す）

・四季の変化を強みに変えて、１年を通じて
旅行者が訪れる状態を目指す。
（H37は東京都並、H32は全国平均並(H27)を目指す）

視 点 望ましい姿又は行動の指針 数値目標

来道外国人旅行者数
500万人（H32年）

外国人宿泊客延数の
地方部割合（地域平準）

36%（H32年）

客室稼働率の季節較差
（季節平準）
1.4倍（H32年）

・人口減少・高齢化の下でも、経営力を強化し食料供
給力を確保・向上

・イノベーション等により農業経営体の経営
力強化に取り組み、食料供給力が確保・向
上している状態を目指す。

農業産出額
12,000億円（H37年）

・世界的なブランド力を活かし、拡大が見込まれる世界
市場で新たな需要を開拓
・政府目標 農林水産品等輸出額１兆円達成に貢献

・品目毎の輸出力強化を図り、着実に輸出
額が増加している状態（毎年75～85億円増）を
目指す。

道産食品輸出額
1,500億円（H37年）

・農林水産品の道内での加工促進等により雇用・所得
を創出し、生産空間を維持

・食料品製造業の誘致等に取り組み、食料
品製造業出荷額が年1%程度増加している状
態を目指す。

食料品製造業出荷額
22,000億円（H37年）

「世界の北海道」選定件数

100件（H37年度）
・「世界の北海道」に向けた価値の発掘と創造
・食・観光や地域づくりの取組に寄与

・多くの世界水準の取組等を評価・選定し、
世界へ発信することにより、「世界の北海道」
に向けた人々の意識醸成を目指す。

・平成28年大雨災害を踏まえ、被害を最小化するた
め、ハード対策とともにソフト対策を重点的に実施

・対象となる全市町村で水害タイムラインや
最大クラスのハザードマップを作成・公表し、
訓練に取り組むことで、地域の災害対応力
の強化を目指す。

防災体制を強化し、住民の意識
向上に取り組んだ市町村の割合

100%（H32年度）

基準値

190万人
（H27年）

27%
（H27年）

1.7倍
（H27年）

1１,110
億円

（H26年）

663億円
（H26年）

19,846億円

（H26年）

-
（H27年度）

-
（H26年度）
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数値目標の定義等①

●定義

●目標値の考え方

北海道を訪れる外国人旅行者の数

訪日外国人旅行者の12.5%が北海道を訪れるこ
とを目標とし、訪日外国人旅行者数の政府目標
（2020年：4000万人）を基に算出。

出典：北海道「北海道観光入込客数調査報告書」
日本政府観光局（JNTO）

190万人

基準値（H27年） 目標値（H32年）

500万人

●主な取組

・ゲートウェイである空港・港湾や観光地への交通
アクセスを円滑化する高規格幹線道路等の整備
・道内各地の観光資源の魅力アップ

来道外国人旅行者数 外国人宿泊客延数の地方部割合
（地域平準）

【指標の推移と目標値】
（万人） （％）

訪日外国人旅行者のう
ち北海道を訪れる割合

●定義

●目標値の考え方

外国人宿泊客延数を６圏域に分けたときの道央
圏を除く５圏域の北海道全体に占める割合

今後10年間で、外国人宿泊客の地方部割合を、
現在（H27年）の日本人宿泊客並に地方部に分散
させることを目標として算出。H32年は、H27年と
H37年の中間値としている。

27％

基準値（H27年） 目標値（H32年）

36％

●主な取組

・ゲートウェイである空港・港湾や観光地への交通
アクセスを円滑化する高規格幹線道路等の整備
・道内各地の観光資源の魅力アップ

今後10年間で現在（H27）の日本人宿泊客並に近づく

【指標の推移と目標値】

H27 H32（試算） H37

出典：北海道「北海道観光入込客数調査報告書」、日本政府観光局（JNTO）

現在（H27）の
日本人宿泊客並

客室稼働率の季節較差
（季節平準）

●定義

●目標値の考え方

月別客室稼働率の最大月／最小月比

H32年に、月別客室稼働率の最大・最小比を、
現在（H27年）の全国平均並に平準化することを
目指し、その場合の客室稼働率を試算。

※全国の月別客室稼働率の最大・最小比
（H27年）： 69.9%(H27.8)÷51.6(H27.1)≒1.4

※宿泊施設数は現状のまま、国内宿泊客延数は過去3
年間の人口一人当たり観光客の伸び率が続くと仮定
し、将来推計人口から試算。

1.7倍

基準値（H27年） 目標値（H32年）

1.4倍

●主な取組

・ゲートウェイである空港・港湾や観光地への交通
アクセスを円滑化する高規格幹線道路等の整備

・道内各地の観光資源の魅力アップ

【指標の推移と目標値】

H27

H32

現在（H27）の
全国平均並

（倍）

【月別客室稼働率（H32は試算）】

出典：観光庁「宿泊旅行統計調査」

（％）
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数値目標の定義等②

663億円

基準値（H26年） 目標値（H37年）

1,500億円

農業産出額 食料品製造業出荷額 道産食品輸出額

19,846億円

基準値（H26年） 目標値（H37年）

●定義

●目標値の考え方

基準値（H26年） 目標値（H37年）

●主な取組

【指標の推移と目標値】

●定義

●目標値の考え方

食料品製造業者から出荷される製品金額（加工
賃収入等を含む）

食料品製造業の誘致等を推進していくことから、
現状より年1%程度増加することを目標とする。

●主な取組

・食の総合拠点づくりを通じた道外からの食品産
業の誘致等の促進

●定義

●目標値の考え方

北海道から函館税関を通じ、海外へ輸出された
道産食品の通関額

平成30年までは毎年85億円（H26の対前年増加
額）の増加を見込み、31年以降は、輸出額全体
の伸び率の1.5倍程度（毎年75億円増）の増加を
見込み、目標値を算定。

出典：北海道調べ

●主な取組

・水産物の高度衛生管理体制の推進と、農地整
備等を通じた国際競争力のある農産物の生産促
進等（水産物、ナガイモ、コメなど）

【指標の推移と目標値】

【指標の推移と目標値】

出典：工業統計調査（経済産業省）

（億円）

（億円）
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11,110億円 12,000億円

品目ごとの生産数量に品目ごとの農家庭先販売
価格（消費税含む）を乗じて求めたもの

主要品目毎の生産努力目標（第５期北海道農
業・農村振興推進計画）が達成された場合の農
業産出額を推計、これに加え価格変動等も加味
し目標値を設定。

・農地整備による農地の集積、集約を通じて農
業経営体の経営力強化を支援することで産出額
を達成

出典：生産農業所得統計（農林水産省）

22,000億円

（億円）
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数値目標の定義等③

「世界の北海道」選定件数
防災体制を強化し、住民の意識
向上に取り組んだ市町村の割合

●定義

●目標値の考え方

世界水準の取組やフロンティア精神を発揮した
取組など「世界の北海道」と評価・選定された延
べ件数（有識者等で構成される「世界の北海道」
委員会（仮称）において選定を実施）

世界水準の価値等を幅広く発掘するとともに、新
たな価値創造の取組を今後10年間に誘発し、併
せて発信していく観点から、ふさわしい目標値を
設定。

-
基準値（H27年度） 目標値（H37年度）

100件

【指標の推移と目標値】

●主な取組

・北海道価値創造パートナーシップ活動の展開
・シーニックバイウェイ北海道
・「わが村は美しく－北海道」運動
・北海道マリンビジョン２１ 等

（件）

出典：北海道局調べ

●定義

●目標値の考え方

・以下の項目の対象市町村のうち、いずれかの項目を
満たす市町村の割合
１）最大クラスの洪水・内水に対応したハザードマップを作成・
公表し、住民の防災意識向上に繋がる訓練（机上訓練、情報
伝達訓練等）を実施した市町村

２）最大クラスの津波に対応したハザードマップを作成・公表
し、住民の防災意識向上に繋がる訓練（机上訓練、情報伝達
訓練等）を実施した市町村

３）国管理河川におけるタイムラインを策定し、住民の防災意
識向上に繋がる訓練（机上訓練、情報伝達訓練等）を実施し
た市町村

防災体制を強化する新たな取組であるタイムラインや
最大クラスの洪水等に対応したハザードマップについ
て作成するのみならず、それを実際に活用し訓練を
実施した市町村の割合を100%とすることを目指す。

●主な取組

・タイムライン作成およびハザードマップ作成への支援
・官民連携によるハード・ソフト対策の推進

-
基準値（H26年度） 目標値（H32年度）

100％

【指標の推移と目標値】

出典：北海道開発局調べ

（％）
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取組の体系図

世界水準の観光地の形成

「重層的な役割分担」と「ネットワーク
による連携」による取組の推進

冬期におけるラン
デブーポイントまで
のアクセス時間

北海道価値創造
パートナーシップ活動

民族共生象徴空間の
整備・管理運営の推進

シーニックバイ
ウェイ北海道

「わが村は美しく
-北海道」運動

北海道マリンビ
ジョン21

「食」の総合拠点づくり

6次産業化の推進

ICTを活用した
スマート農業の推進

複数空港の一体的な運営の推進新千歳空港等の機能強化国際バルク戦略港湾等の整備 北海道新幹線の整備

再生可能エネルギーを活用した地域づくりの推進
地震・津波災害、火山噴火等
の大規模自然災害への対応

地域公共交通網形
成計画等を策定し
た地方公共団体数

パナマックス船の入港隻数

北海道水素地域づくりプラットフォーム
会合延べ参加者数

高付加価値化

海外展開

道内空港の国際線・国内線乗降客数

農林水産業・食関連産業の振興

アイヌ文化の復興

共生社会価値創造力の向上

対流の活発化定住環境の確保・向上

高規格幹線道路等の整備

生産空間の維持

持続可能な地域社会 災害による被害の最小化

経営力の強化

雇用・所得
の確保

人が輝く地域社会の形成

人流・物流ネットワークの充実

生活サービス
への交通アク
セス確保

市街地・圏
域中心都市
の機能向上

域内投資の促進

地域医療を
支える救急
搬送支援

大区画化・汎用化等
の農地整備

強靭で持続可能な国土づくり

来道外国人旅行者数
[190万人（H27）→500万人(H32)]

外国人宿泊客延数の地方部割合（地域平準）

[27%（H27）→36%(H32)]

客室稼働率の季節較差（季節平準）

[1.7倍（H27）→1.4倍(H32)]

国管理河川におけるタイムラ
インの策定数

最大クラスの洪水・内水に対応したハ
ザードマップを作成・公表し、住民の防災
意識向上に繋がる訓練（机上訓練、情報
伝達訓練等）を実施した市町村の割合

地域経済へ
の波及

安全・安心な社会基盤我が国全体の国土強靭化への貢献

インフラ老朽化対策の推進

余剰労働力
の創出

インフラ老朽化対策に関する講習会
の受講市町村カバー率

良好な海域創出のための
漁場整備

「人命を守る」ための体制づくり 気候変動等による水害・
土砂災害リスクへの対応

治水、治山、海岸
保全施設等の整備

世界水準の価値創造空間

「活動人口」
の確保

地域おこし
協力隊員数

拠点漁港での高度な
衛生管理体制の構築

屋根付き岸壁等を
整備した漁港数

法人化の推進

コントラクター等の
作業受委託の推進

新たな農業技術の活用

リスク分散による企業立地件数

道内総固定資本形成

コントラクター組織数

水田の大区画化割合

水稲の直播栽培面積

アグリビジネス取組件数

「シーニックバイウェイ
北海道」の活動数

高規格幹線道路整備率
北海道新幹線
（新函館北斗～札幌間）の進捗状況

農地所有適格法人数

食料品製造業立地件数（新規、増設）

戦後最大規模の洪水などに対
し、河川整備により解消される
浸水面積（国管理河川）

農業産出額
［11,110億円（H26）→12,000億円(H37)］

食料品製造業出荷額
［19,846億円（H26）→22,000億円(H37)］

道産食品輸出額
［663億円（H26）→1,500億円(H37)］

北海道型地域構造の保持・形成

地域づくり人材
の発掘・育成

北方領土隣接
地域の安定振興

道民一人当たりの
道外との交流数

「世界の北海道」選定
件数［- （H27d）→100件(H37d)］

パートナーシップ活動
プラットフォーム設置件数・参加者数

GPSガイダンスシステムの累計導入台数

○計画の主要な構造に、国の取組例、数値目標、取組や取組の成果の進捗を代表すると考えられるモ
ニタリング指標を整理し、それらの関係性の概要を示す。

○取組例は、北海道局・北海道開発局が実施するものを中心に記載。これ以外の、国、地方公共団
体、住民、NPO、企業等の取組も重要であることに留意する。

北海道国際輸送プラット
ホームの推進

路網と高性能林業機械を
組み合わせた効率化

冬期災害への対応

冬期災害に備えた防災訓練
の実施市町村数

最大クラスの津波に対応したハザードマップ
を作成・公表し、住民の防災意識向上に繋が
る訓練（机上訓練、情報伝達訓練等）を実施
した市町村の割合

良好な景観形成など観光振
興に資する技術研究開発

サイクルツーリズムの推進

クルーズ船受入環境改善

外国人へのレンタカー貸渡台数

国際会議の開催件数

ゲートウェイ
機能強化

国際会議等(MICE)の
北海道開催の推進

道の駅等の観光案内拠点
の充実

道路情報提供の改善

クルーズ船寄港隻数
クルーズ船利用者数

国内観光の振興

河川空間を活用したサイクリング
利用可能延長

情報提供
体制の充実

二次交通
の強化

北海道の
魅力発信

ＣＩＱ体制の整備

外国人ドライブ観光の推進

JNTO認定外国人観光案内所数

受入環境
整備

観光地域
づくり

観光資源の
発掘・磨き
上げ

日本人旅行者数
（道内客・道外客）

戦略的な
プロモーション

観光消費額

生活機能・集落
機能の確保

地域の魅力
向上

民族共生象徴空間への
年間来場者数

北海道型地域構造の
保持・形成に向けた取組数

防災体制を強化し、住民の意識向上に取り
組んだ市町村の割合［- %（H26d）→100%(H32d)］


